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◆納税還付、区画整理事業計画、建築確認など、多岐にわたる行
政訴訟の問題を、実際の現場で長年実務に携わった著者が経
験に基づく事例（45問）を法令・判例はもちろん、実際の書式
（訴状、答弁書など）などを盛り込んでわかりやすく解説。
◆行政活動を計画する自治体職員にとって、同じ過ちを繰り返さ
ないために、行政訴訟の理解を高めることは必要不可欠。
◆弁護士人口増加に伴う職域拡大から、自治体への任期付採用
弁護士はもとより、これから行政訴訟を学ぶ弁護士にとっても
最適のテキスト。

　本書は、日常的に、行政法規を、行政法規として意識することなく使って
いる地方公務員の方 と々、これから行政訴訟とはどのようなものかを知りた
いと漠然と考えておられる法曹実務家を主たる対象として、事例を掲げて
行政訴訟の実務を説明しようとしたものです。
　したがって、行政訴訟の理論を説明するのではなく、これまで、筆者が
経験してきた行政訴訟の経験に依拠した説明となっています。その意味
で、本書を読んでいただければ、幸いです。
　筆者が東京都の指定代理人及び弁護士として経験した行政訴訟は、
マネージメントサイクルにおけるＣｈｅｃkとＡｃｔionに相当するもので、次のＰｌ
ａｎに向けての準備活動だと感じています。すなわち、行政活動が行われ、
その行われた行政活動に対する疑問が訴訟の場に登場し、行政活動が
法律による行政の原理に適合しているか否かが審理され、万が一、法律
による行政の原理から逸脱、すなわち、違法な行政活動と判断されたとき

は、行政は、次の行政活動をするときに、同じ過ちをしてはならないという立
場に立たされ、改めて、行政活動を計画しなければならないからです。
　その際に、現行の行政訴訟は、原則として主観訴訟、すなわち、訴訟当
事者の法律上の利益の救済を目的としていますから、行政訴訟を行政救
済法の一つとして位置づけているのです。ただ、行政を担当する側からす
れば、次の行政計画に向けた準備段階であるということがより重要なもの
と認識していただきたいところです。
　（中略）
　その他の行政訴訟については、簡単にしか触れていませんが、本書が
行政訴訟を理解していただきたいためのものという制約からで、地方公共
団体、地方公務員にとって、今や、例外的に認められている客観訴訟の一
つである住民訴訟が非常に重要なものだという認識は十分にあります。是
非、この分野についても、執筆したいと思っています。
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昭和２３年生。昭和４６年東京都庁入庁。総務局法務部法務調査室
主査を経て、昭和６１年弁護士登録。東京弁護士会業務改革委員
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「Q&A不服審査ハンドブック」（ぎょうせい）／「地方自治法判例質疑
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